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科学技術動向研究
米国の大学における先端研究機器の
シェアおよびオープン化の動向
伊藤 裕子
　第 4期科学技術基本計画では、大学におけるハイスペックな先端研究機器の共用については言及され
ていない。しかし、日本および米国の大学で使用する研究費の中で、研究機器を購入する費用は年々増
加傾向を示しており、大学の研究リソースの可視化や効率的利用の観点から、研究機器の共用は重要に
なってきている。
　米国の大学では、トップレベルの大学をはじめとして、先端研究機器のシェアや研究機器の情報のオー
プン化を積極的に進めており、大学のキャンパス内に、共用のために先端研究機器を一か所に集積した
施設を数多く設置している。共用施設には 5～10人程度の専任の技術職員を配置し、機器の維持管理・
利用のための教育トレーニング・助言・委託分析等を実施している。共用施設の整備には公的資金が投
入されており、共用施設の情報は広くネットワーク化され、利用者のアクセスが容易になっている。
　一方、日本の大学における先端研究機器の共用の推進や公的支援は、米国に比べて規模が小さく、横
断的な共用のためのネットワーク形成は不十分である。今後、日本が取り組むべき方策として、競争的
研究資金などの研究費の申請段階で研究機器の共用を推進する枠組みをつくること、研究大学を対象に
学外共用の仕組みを整備し大学間共用を充実すること、リサーチ・アドミニストレーターを共用推進の
支援人材としても活用すること、全国レベルの横断的共用ネットワークの構築を通じ、研究機器情報の
一元化を図ることを提言したい。
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　概　　要
　研究基盤の充実強化は、我が国の持続的な科学技
術イノベーションの維持・向上に必要不可欠であ
る。なかでも、大学において研究開発を実施する際
に利用する研究施設・設備や機器・装置等の整備
や共用の推進は重要である。
　図表 1に「研究施設・設備の程度は、創造的・先
端的な研究開発や優れた人材の育成を行うのに充
分と思いますか」という質問の回答を指数化したも
のを示した1）。この結果によると、大学における研
究施設・設備の状況は大学によって差があり、国内
論文シェアが非常に高い大学グループでは充分と
思う度合は高く、国内論文シェアが高い～中程度の
大学では低いというように、研究基盤に大学間格差
が生じていることが示唆される。
　詳細で精密な計測・分析や解析が可能になると
いうことは、研究上の新しい発見や新技術の創出を
導くことに繋がるので、潤沢な研究費を持つ研究者
はハイスペックで新製品の研究機器を競って購入
する。そのため、研究室間格差や大学間格差が生じ
ることとなる。しかも、大学において共用の取り組
みは少なく、情報もオープンではないため、研究者
が必要としている研究機器を隣の研究室が持って
いることを知らないケースも多く見られる2）。
1 はじめに―概要と目的
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　日本では、大学の内部使用研究費の内、機器等の
購入に使用した費用は、2013 年科学技術研究調査報
告4）によると 2196.3 億円（2012 年）であり、これは
大学の内部使用研究費の 6.2% であった。一方、米国
では、大学において機器等の購入等に使用した費用
は、Science and Engineering Indicators 2014（国立
科学財団National Science Foundation： NSF）5）に
よると 19.8 億ドル（2012 年）であり、これは大学の
研究開発費総額の 3.2% にあたる。日米で購入金額
が同程度であるが、大学における研究者数の差 6）か
ら考えると、米国の 1研究者あたりの購入金額は日
本よりもかなり少ない。
　分野ごとの購入金額の経年変化をみると、図表 2
に示すように日本では、機器等の購入費は緩やかな
振幅を繰り返しながらも減少することはなく、医歯
薬学系や理学系の大学に比べて、工学系の大学にお
いて購入金額が大きいことが示された。また、米国
では、図表 3に示すように、工学分野や医療研究分
野およびバイオ分野で他の分野と比べて増加の傾
向がみられた。
　工学や医療研究などの分野では、研究において計
測や分析は欠かすことができず、かつハイスペック
図表 1　研究者の意識調査による大学の研究施設・設備の状況
出典：参考文献 1を基に SciSIP 室にて作成
　さらに、大学の研究者の 7割は、自分の研究室以
外が保有する研究機器を利用した経験があり 3）、「利
用に関する事前情報の提供が得られない（知人に頼
る）」・「専門スタッフの不在や利用時間の制限等、利
用の際の利便性が低い」・「消耗品等の費用負担が不
明確」を問題として認識している3）。
　第 4期科学技術基本計画では、『国は、公的研究機
関を中心に、世界最先端の研究開発の推進に加えて、
幅広い分野への活用が期待される先端研究施設およ
び設備の整備、更新等を着実に進めるとともに、そ
の着実な運用や、「共用法」注）に基づく施設など世界
最先端の研究施設および設備について共用を促進す
るための支援を行う』としている。一方、大学の施
設および設備に関しては、「整備や高度化、安定的な
運用確保に向けた取組を促進する」とし、共用に関
しては「国は、国立大学法人の研究設備の計画的な
整備や更新、安定的な維持管理、国立大学法人の研
究設備の計画的な整備や更新、安定的な維持管理、
共同利用・共同研究に供する大型および最先端の研
究設備の整備に関する支援の充実を図る（下線は著
者）」とし、研究室内に存在するハイスペックで先端
的な研究機器の共用については言及していない。
　以上の状況を踏まえ、本稿では、大学における先
端研究機器のシェアやオープン化が進んでいる米国
の状況を示し、今後の日本の取るべき方策について
提言する。
注  　共用法：特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律（平成 6年法律第 78号）。特定先端大型研究施
設とは、特定放射光施設（SPring-8）、特定高速電子計算機施設（スーパーコンピュータ京）、特定中性子
線施設（J-PARC）である。
2 日本および米国の大学等における研究機器購入費用の推移
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図表 2　日本の大学における研究機器等の購入金額の推移
図表 3　米国の大学における研究機器等の購入金額の推移
（1989 年設立）には、分子遺伝学研究のため
の 先 端 研 究 機 器 を 集 積 し た 4 つ の 共 用 施 設
（Fluorescence activated cell sorting （FACS） 
facility, Cell sciences imaging facility, Protein 
and nucleic acid facility, Computational services 
and bioinformatics facility）がある7）。これらは
すべて学外の利用が可能である。
　FACS facility は、セルソーター（細胞分別の
装置）などの多色蛍光による細胞の観察や解析
を行う研究機器の共用施設である。年間 400 件
の利用があり、その内、90 % が学内で 10 % が
企業の利用である。この共用施設の予算の 90 %
が研究機器の使用料（課金）で賄われており、
予算は、新しい機器の購入や共用施設の技術職
員の給料に利用されている。
②材料科学工学科の Center for Magnetic Nanotech-
nology
　工学部の材料科学工学科にある Center for 
Magnetic Nanotechnology（2003 年設立）は、学
な新製品が次々に開発されるために、研究機器の購
入金額が年々増加するのは必然である。それに対し
て、米国や英国では、研究機器の効率的な利用と
オープンイノベーションの観点から、大学が主体的
に研究機器の共用を進めており、企業にも積極的に
研究機器の利用を開放している 2）。
1）スタンフォード大学
　スタンフォード大学の学内には学部や学科などの
様々なレベルで 20 ～ 30 の共用施設が存在する。
① Beckman Center の先端研究機器共用施設
　医 学 部 キ ャ ン パ ス に あ る Beckman Center
出典：参考文献 4 の個票を基に SciSIP 室にて作成
出典：参考文献 5 を基に SciSIP 室にて作成
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内のmagnetic nanotechnology 等の領域の研究振
興、学内研究者と企業の研究者との共同研究の促
進、大学院生に質の高い教育を授けることを目
的として設置された 8）。ここでは、スパッタ装置
（薄膜形成）、ナノロボットスポッター（バイオ
チップ作製）、原子間力顕微鏡などの研究機器が
共用に供されている。
　研究機器の維持管理の費用は、米国国立衛生研
究 所（National Institutions of Health：NIH） や
NSFのファンドや企業からの支援、研究機器の
使用料（課金）で賄われている。技術職員は終身
雇用であり、採用の際には大学が広告を出す。技
術職員も研究をすることは可能であるが、その場
合は必ず教授と連名で行う。
2）カリフォルニア州立大学サンタバーバラ校
　UCSB（University of California, Santa Barbara）
の知的財産管理組織（The UCSB Oﬃ  ce of Tech-
nology & Industry Alliances）（2005 年設立）のウェ
ブサイトには、外部者が利用できる 13 部門に亘る
28 共用施設のリンクが掲載されている9）。
①Materials Research Laboratory
　MRL（Materials Research Laboratory）10）
は、材料研究を通じて学際研究やその教育等を
支援することを目的として、NSFから資金提供
（MRSECプログラム）11）を受けて 1992 年に設立
された研究所である。8つの共用施設（TEMPO 
facility, Computing, Energy Research facility, 
Microscopy and Microanalysis facility, Polymer 
Characterization facility, Spectroscopy facility, 
Terahertz facility, X-ray facility）があり、これ
らの施設の研究機器の大半はNSF（MRSEC）の
資金で購入したものである。ただし、研究機器
の所有権は大学である。
　UCSBは材料科学研究に重点化する方針を1987
年に決定し、研究者のリクルートを始めていた
際に、当時の工学部長が「研究機器の共用を行
うことによって、様々な分野の研究者が集まり、
それが研究の底上げとなること」を期待し、共
用施設が創られた。その結果、多くの研究者が
UCSBに移ってきたという事例がある。
　共用施設の第一優先の利用者はUCSBの学生
と研究者であり、それ以外では、政府関係、他
の大学・研究施設の所属者である。企業では、
UCSB近隣のスタートアップ（ベンチャー）企
業がMRLの施設を利用している。共用施設の常
勤技術職員の大半は博士号保持者である。
　TEMPO Facility には、高温下でのセラミック
ス等無機材料の研究に関する研究機器が揃ってお
り、2011 年度の利用者は 160 ユーザ（内、企業
は 10 ユーザ）で、Microscopy and Microanalysis 
facility の 2011 年度の利用者は 260 ユーザであ
り、内、企業は 30 ユーザであった。分析依頼も
機器利用の場合も、依頼者および利用者に知的財
産は属する。
　
②幹細胞生物工学センター
　幹細胞生物工学センター（Center for Stem 
Cell Biology and Engineering）12）は、バイオエン
ジニアリング研究を基に幹細胞研究への学際的な
研究を促進し、再生医療分野での優れた技術を
確立することが目的でカリフォルニア州からの
資金援助（CIRM）13）により 2004 年設立された。
UCSBは医学部を持たないが、生物学と工学が強
いことから、学内の話し合いで幹細胞研究を対象
にしたセンターの設置を決めた。
　センターには、幹細胞研究を支援する共用施
設があり、細胞培養に関する装置（細胞培養の
ための作業台、蛍光顕微鏡、フローサイトメト
リー）や細胞の培養液などの必要な器材を提供
することが可能である。企業が商品化のために
施設を利用した場合は、一定の料金を大学に支
払うが、権利は企業のものになる。UCSBの研
究者と企業との共同研究で施設を利用した場合
は、大学にも権利が残るので双方の弁護士が権
利の割合を協議する。
3）ニューメキシコ大学
　UNM（The University of New Mexico） は、 学
内に多くの研究機器等の共用施設があるが、学部生
や大学院生に対する教育目的の施設が主である。
①Center for High Technology Materials
　CHTM（Center for High Technology Materials）14）
は光エレクトロニクス・マイクロエレクトロニク
ス・ナノテクノロジー分野の研究および教育の育
成、UNMと国立研究所および企業との間の共同
研究の強化、ニューメキシコ州の経済発展の牽引
を目的としている。センター内の研究室に電子顕
微鏡やMBE装置（薄膜形成）などの先端研究機
器があり、学外の利用者も利用可能である。
②Health Sciences Center
　HSC（Health  Sciences  Center）15）は 1994 年
に設立された健康科学分野の総合的な教育研究
センターである。ニューメキシコ州の人々が健
康科学分野において優れた教育を受けられる機
科 学 技 術 動 向　2014年 7・8月号（145号）
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会を与えること、市民の健康ニーズに対応した
分野における健康科学を進展させること、市民
全員が高品質のヘルスケアを受けられることを
確実にすることをミッションにしている。セン
ター内には、分子生物学手法に関連する研究支
援サービス施設・細胞等の保存施設・臨床研究
支援施設などがあり、研究機器の共用施設とし
てはフローサイトメトリー施設や顕微鏡施設が
ある。
4）事例のまとめ
　以上をまとめると、米国の大学には、共用のた
めに先端研究機器を一か所に集積した施設（共用
施設）を学内に数多く設置している。トップレベ
ルの大学ほど、学外利用が進んでいるが、どの大
学でも利用対象者の第一優先は学内であり学内利
用を充実させている。また、共用施設には 5～10
人程度の専任の技術職員がおり、研究機器の維持
管理、利用のための教育トレーニング、助言や委
託分析等を実施している。共用施設の長は、大学
の教授または博士号を持つ技術職員である。共用
施設の整備には公的資金が投入されており、共用
施設の情報は広くネットワーク化され、アクセス
が容易になっている。
　図表 4に研究機器の共用を目的とした米国の
2013-2014 年の公的資金の例について示す。NIHの
公的資金では、申請書において研究機器の利用予定
者を具体的に提示することになっている。
　さらに、NSFはNational Nanotechnology Initiative
の下に、大学の施設を開放し、学内・学外の利
用者に対して施設利用の際のサービス・トレー
　研究機器を含めた研究リソースをウェブベース
でオープン化しようという試みが米国で進行して
いる。これは eagle-i Network18）といい、生物医学分
野の研究リソースの情報をオープン化してシェア
するプロジェクトである。ネットワークには 26 大
学が参加しており、3011 生物試料、57 データベー
図表 4 米国における研究機器の共用のための公的資金の例
出典：NSFおよびNIHのウェブサイトを参照し、SciSIP 室にて作成
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ニング・機器利用支援などを提供するNational 
Nanotechnology Infrastructure Network（NNIN）
を 2004 年から開始し、現在、全米に広がる 14 大学
のナノテクノロジー関連の先端研究機器の共用施設
を支援している（2015 年 8 月終了予定）16）。年間予
算は 1600 万ドルである。3-1 で共用施設の具体例を
示したスタンフォード大学およびUCSBも、この 14
大学に含まれている。
　また、類似の例として、NSFは、学際的な材
料科学における研究や教育を推進することを目的
と し たMRSEC（Materials Research Science and 
Engineering Centers）プログラムを 1994 年から
開始しており、この中で共用施設の整備の支援も
している。現在 26 大学が支援されており、2014 年
度の予算は 2500 万ドルである（7-10 件採択予定）。
このMRSECプログラムで支援された共用施設は、
Materials Research Facilities Network （MRFN）と
して全米で連携し、ウェブサイトには 26 大学の研究
機器の共用施設が設置されているセンター、892 の
研究機器の概要、266 人の研究機器に関する専門家
についての情報のリンクが貼られている17）。このよ
うな情報のオープン化は、学外の研究機器の利用者
に対して便宜を図る上で重要であるとともに、産業
界を含めた利用者の拡大に寄与し、大学にとっては
外部資金の獲得のチャンスとなる。
米国の大学における研究機器の
シェアを推進する公的資金3-2 研究機器のオープン化を促進する
ネットワーク3-3
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ス、775 実験手順、3492 サービス、1328 ソフトウェ
ア、767 共用施設、4658 研究機器などの情報がオー
プンになっている。
　このプロジェクトの全体統括はハーバード大学の
研究者で、他大学を含めたチームによって実施し
ている。予算は、2009 年からの 2年間はAmerican 
Recovery and Reinvestment Act （ARRA）による
National Center for Research Resources（NCRR）
からのファンドを利用し、現在はHarvard Clinical 
and Translational Science Center からの資金を得
て実施している。
　また、英国でも類似の取り組みが進行中である。
これは equipment.data19）といい、英国内の研究機
器の利用および可視化の改善が必要としてつくられ
たポータルサイトである。英国内のすべての公開研
究機器データベースを横断的に検索できるように
なっている。これは、研究機器の共用のためのネッ
トワークづくりを目的として実施されたプロジェク
ト（UNIQUIP Project, 2011-2013）の成果であり20）、
複数の英国の大学がこのための技術開発に関わっ
た。プロジェクトの予算は英国工学物理研究会議
（EPSRC）から出資されており、equipment.data に
ついてもEPSRCは支援している。現在、6,515 の研
究機器の情報がオープンになっている。
　米国のNNINを参考にして、文部科学省によ
り、ナノテクノロジー分野の共用体制の構築・推進
を目的とする「ナノテクノロジー・ネットワーク
（2007-2011）」および「ナノテクノロジープラット
フォーム（2012-2021）」が実施されている。2014 年
度予算は 17.1 億円であり、支援機関 25 機関の内、19
が大学である。また、先端研究施設等のネットワー
ク化と産学官の研究者等への共用の促進を目的と
する事業として、文部科学省より「先端研究施設共
用促進事業（2009-2012）」および「先端研究基盤共
用・プラットフォーム形成事業（2013-）」が実施さ
れており、2014 年度予算は 13.7 億円で、支援施設 34
施設の内、26 が大学の施設である。これらの事業に
おける研究施設や研究機器等の情報は、文部科学省
の「研究施設共用総合ナビゲーションサイト（共用
ナビ）（2008 年から開始）」21）に公開されている。
　今後、日本が取るべき方策として、次のことを提
言する。
●次期科学技術基本計画において、大学のハイスペッ
クな先端研究機器の共用推進についても明記する。
●競争的研究資金などの研究費の申請段階で、研究
機器の共用を推進する枠組みをつくる（複数資金
の合算による購入を可能にする、共用の推進状況
を審査の対象とする等）。
●オープンイノベーションの観点から、特にRU1123）
の 11大学やこれに続く研究大学を対象に、学外共
用の仕組みの整備と大学間共用の充実を図る。
●リサーチ・アドミニストレーター（URA）24）を共
用推進の支援人材としても活用することを検討
し、そのキャリアパスを確立する。
●研究機器に関する情報を一元化するために、全国
レベルの横断的な共用ネットワークを形成する。
そのシステムづくりを公募研究で実施する。
●医療分野のイノベーションを牽引するために、医
療研究に関連する分野に特化した研究機器の共
用を推進する事業を開始する。
4 日本の状況と今後取るべき方策
日本における大学の先端研究機器の
シェアやオープン化の状況4-1
今後、日本が取るべき方策（提言）4-2
　さらに、国立大学の資源を有効活用し教育研究環
境の整備を図るという目的の「設備サポートセン
ター整備事業（文部科学省）」が 2011 年から実施さ
れている。予算は国立大学法人運営費交付金（特別
経費）で、これまでに 11 大学（現在は 5大学）が支
援されている。研究機器の共用・中古機器の改良等
による再利用・サポート人材の集約化や効率的な再
配置など、大学が全学的な設備マネジメントを可能
とする組織の構築について支援されている。
　また、研究機器の情報のオープン化のためのネッ
トワークとしては、「大学連携研究設備ネットワー
ク」22）がある。国公立大学の共同利用施設の相互利
用・共同利用を推進することを目的として 2010 年
から開始されている。ウェブサイトにはNMRや X
線解析装置など、化学系の分野の研究機器が 300 以
上登録されている。
　これらの事例のように、近年、日本の大学におい
ても研究機器のシェアやオープン化が進みつつある
状況がみられる。しかし、米国に比べると、公的な
支援の規模はまだ小さく、共用の対象分野は全分野
かナノテクノロジーのみであり、日本横断的に共用
するための情報の一元化やオープン化についても限
定的である。
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